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はじめに

　2020 年に世界中を襲った新型コロナウィルス感染症により、2023 年までに 600 万人を超え

る人が亡くなった。未知で、かつ致死率の高い新型コロナウィルス感染症の拡大を受けて、世

界各国は感染症対策に追われることとなった。とりわけ厳しい隔離・移動規制をとったのはフィ

リピンである。フィリピンは、2020 年 3 月から 5月にかけて、マニラ首都圏および一部の自

治体に隔離・移動規制措置を行った。この措置は「世界で最も長いロックダウン」と称された。

また、そうした規制を徹底すべく、警察と軍隊が大々的に動員され、規制に従わないものを「射

殺してもよい」とドゥテルテ大統領は命じた（Billing 2020）。実際、ロックダウン開始からわ

ずかひと月の間に、マニラ首都圏だけでも 3万人以上がロックダウン措置違反で逮捕された

（Arguelles 2021:263）。取り締まりの行き過ぎによる人権侵害も報告され（Talabong 2020）、

マスク着用を拒否したとして射殺されたものも出た（Billing 2020）。

　しかし、このような厳しいロックダウンを実施したにもかかわらず、フィリピンの新型コロ

ナウィルス感染症の感染拡大がうまく抑制されたとはいいがたい。フィリピンでは 2020 年 6

月以降感染者数は急増し、人口当たりの感染者数は東南アジア最多となった（Thompson 

2022:409）。一方で、ロックダウンの影響で経済は大幅に冷え込み、失業率も急上昇した（Magno 

and Teehankee 2022:111-3）。各国のコロナ下でのレジリエンスを評価したブルームバーグの

調査では、フィリピンは 53 カ国中の最下位であり、日経アジアによる同様のコロナ対策に関

するランキングでも、フィリピンは 121 カ国中最下位であった（Gavin and Sarao 2021; 

Aguilar 2021）。それにもかかわらず、フィリピンのドゥテルテ大統領の支持率は低下するど

ころか上昇し、2020 年 9 月には歴代大統領の最高支持率、91％を記録した（Reuters 2020）。

それは一体なぜなのであろうか。この問いに答えることが本稿の目的である。
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　フィリピンのコロナ対策に関する先行研究においては、フィリピンが軍隊を動員した厳しい

ロックダウンを実施した経緯を、安全保障化という概念によって説明するものが多い（Hapal 

2021; Thompson 2022）。詳細は後述するが、安全保障化とは、ある問題を国家存亡にかかわ

る脅威と位置づけ、安全保障の課題として取り組むようにすることである（Buzan et al., 

1998）。確かに、ドゥテルテ大統領はしばしば新型コロナウィルス感染症問題を、戦争に関連

する用語を用いて語り、新型コロナウィルス感染症対策において軍隊を積極的に活用した。た

だ、新型コロナウィルス感染症の感染拡大抑制に失敗しているにもかかわらず、なぜ支持率が

高いのかという点は安全保障化概念では説明ができない。新型コロナウィルス感染症が安全保

障上の問題に位置づけられたのであれば、国家安全保障の危機に適切に対処できない大統領の

支持率は大きく低下するほうが自然である。

　先行研究では、新型コロナウィルス感染症対策に対して軍隊が動員されているという点に注

目するあまり、安易に安全保障化概念を援用しているように思われる。本稿では、最初に安全

保障化概念の内容を確認する。その上で、フィリピンにおいて新型コロナウィルス感染症は安

全保障化されていなかったことを示す。一方で、フィリピン政府は新型コロナウィルス感染症

ではなく、別のものを国家安全保障上の脅威として人身御供（scapegoat）にし、その「敵」

に対して過剰ともいえる攻撃を行った。そうした攻撃を行ったことこそが、新型コロナウィル

ス感染症対策がうまくいかない中にあってもドゥテルテ大統領の支持率が上昇した要因であっ

たと、本稿は論じる。

第一節　安全保障化と過剰安全保障化

　新型コロナウィルス感染症の広まりを受けて、多くの国の政治指導者は、新型コロナウィル

スの脅威を、国家の安全保障にかかわる問題と位置づけることで、優先的に対応しようとした。

例えば、フランスのマクロン大統領は度々「我が国は戦争状態にある」と述べて、人々に外出

規制措置への理解を求めた（Politico EU 2020）。あるいは、アメリカのトランプ大統領は自

らを「戦時大統領」と呼び、人々に「国のために犠牲を払うこと」を求めた（Politico 

2020）。こうした状況をうけて、安全保障化概念を用いて各国のコロナ対策を分析しようとす

る研究が数多くなされることとなった 1）。

　安全保障化概念は、いわゆるコペンハーゲン学派によって発展してきたもので、安全保障研

究における一大分野となっている（Salter 2018）2）。この概念は、ある問題がいかに安全保障

の問題とみなされるようになるかという点に注目をする。あるアクターが、ある問題を安全保

障上の脅威と位置づけることで、当該問題の安全保障化を試みる。そうした試みを、聴衆が受

け入れると当該問題は安全保障上の問題とみなされるようになり、当該問題解決のために、安
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全保障の名のもとにあらゆる手段をとることが可能となる（Buzan et al. 1998:25）。

　実際、安全保障化された問題の解決のために、軍隊が動員される現象はしばしば観察される。

新型コロナウィルス感染症問題への対策にあたっても、上述のフランスでは、医療支援等に

（France24 2020）、アメリカでも野戦病院設営などに軍隊が動員された（Megerian and Cloud 

2020）。他の国においても、外出規制やロックダウン等の取り締まりにおいて軍隊がしばしば

活用された。国家の安全保障にかかわる緊急性の高い問題への対応に、軍隊を活用すること自

体が問題なわけではない。しかし、軍隊の本来任務ではない問題に軍隊を活用することが問題

を引き起こすことはしばしばある。軍隊が新型コロナウィルス感染症拡大防止のための外出規

制等の取り締まり活動に従事した際には、多くの国で過剰な取り締まりや人権侵害が頻発した

（Acacio et al. 2020; Levy 2022）。こうした安全保障化の行き過ぎは、しばしば過剰安全保障化

として非難される。

　過剰に安全保障化がなされることが問題視されることは多いものの、何をもって過剰な安全

保障化というのかという点は、実は十分に理論化されているとはいいがたい。確かに、コロナ

下でのロックダウンに従わない人々に対して、軍隊を動員して対応することは、軍隊の本来の

役割ではないかもしれない。一方で、ロックダウン実施に軍隊を動員することに対して、世論

が支持する場合も少なくない。こうした政策を支持している人々は、これらの政策に対する軍

の動員を過剰だとは感じていないと思われる。誰の、どのような目的に照らして、過剰な手段

をとると、過剰安全保障化となるのであろうか。

　本稿では、安全保障化アクターが実施する安全保障化された脅威除去のための措置が、観衆

の求める措置に比べて過剰な場合を、過剰安全保障化と定義する（Adachi 2024）。すなわち、

安全保障化アクターと観衆の間での認識ギャップに注目する。ある問題が安全保障化されるこ

とに、観衆が同意するとしても、その安全保障化された問題に対していかなる措置をとるかと

いう点について、観衆は必ずしも政府に全権を委任するわけではない。他国から軍事攻撃を受

けたからといって、すぐさま核兵器で反撃することに誰も異を唱えないといったことはない。

観衆が受容する以上の過剰な対応を行えば、当然観衆から批判を浴びる。安全保障化アクター

と観衆の相互作用は、問題のフレーミングをめぐってなされるのみならず、いかなる措置をと

るのかをめぐってもなされ続ける。そして、観衆が妥当と考える措置よりも、過剰な措置が取

られる場合、それは観衆の反発を生む。これを過剰安全保障化と呼ぶ。以上のように、安全保

障化、および過剰安全保障化について議論を整理したうえで、次節以降でフィリピンにおける

コロナ対策を見ていこう。
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第二節　新型コロナウィルス感染症は安全保障化されたのか？

　フィリピンにおいて最初に新型コロナウィルス感染症の感染者が確認されたのは 2020 年 1

月 30 日である。この感染者が中国武漢からフィリピンへの旅行者だったこともあり、政府は

すぐさま武漢を州都とする湖北省からのフィリピン人以外のフィリピンへの入国を一時停止し

た。ただ、当時すでに、湖北省はロックダウン措置を実施しており、この措置にはほとんど意

味はなかった 3）。また多くの国で新型コロナウィルス感染症の感染者が出ており、より広い範

囲からの入国規制を求める声は強かった。こうした要望に対して、ドゥテルテ大統領は「各国、

1、2 件の感染など、ほとんど恐れるに足らない」と述べ、新型コロナウィルス感染症の脅威

を否定していた（Aguilar 2020）。政府のコロナ対応の遅れに対する批判が出た際には、保健

当局が取っている予防措置を挙げて、政府が適切に対応していると訴えた。一方で「感染を避

けるには、フィリピン人の抗体の強さに頼ればよい」、「フィリピン人は簡単には病気にならな

い」などと新型コロナウィルス感染症の脅威自体を否定するような発言を繰り返した。また「コ

ロナの感染拡大がもし悪化したら、軍隊と警察が国の社会秩序を維持することを望む」と述べ、

医学や疫学ではなく、軍隊や警察によって新型コロナウィルス感染症に対応しようとする姿勢

を示していた（Tomacruz 2020）。

　3月に入り、フィリピン国内でも感染が拡大し始めた。フィリピン初の国内感染例が確認さ

れると、ドゥテルテ大統領はすぐさま公衆衛生緊急事態宣言を発出した（Proclamation 

No.922）。ただし、ドゥテルテ大統領自身の新型コロナウィルス感染症に対する認識が変化し

たとはいいがたい。実際、公衆衛生緊急事態宣言発出後の 3月 11 日のスピーチで、「長時間会

議や大規模集会を控えろだって、そんなもの信じるのか！」と述べている（Duterte 2020）。

また、その際、政府が発表した接触禁止方針に反し、大統領自身が軍隊や警察関係者と握手を

繰り返した（Lopez 2020）。その後 1週間で感染者数が急増したことを受けて、フィリピン政

府は、3月半ばから 5月にかけてマニラ首都圏、および一部自治体において厳しい隔離・移動

規制措置をとった 4）。しかし、この発表の際にも、国民に対して、繰り返しコロナウィルスを

恐れないように訴えたという（Hutchcroft and Holmes 2020）。

　一方で、隔離・移動規制措置の実施にあたり、政府は、軍隊や警察を積極的に活用し、政府

の感染症対策をインターネット上で批判した市民を令状なしで逮捕したり（Vitug 2020）、外

出制限に違反した者を次々に逮捕したり、射殺したりするなどしたことは既述の通りである。

多くの先行研究は、こうした対応は新型コロナウィルス感染症問題をフィリピン政府が安全保

障化した結果であると指摘している。また、軍隊や警察の積極的活用によって引き起こされて

いる人権侵害等を、過剰な安全保障化、あるいは軍事化の結果であると批判的に論じがちであ
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る（Atienza et al. 2020; Baysa-Barredo 2020; Hapal 2021; Quijano et al. 2020; Thompson 

2020; Thompson 2022; Utama 2021）。しかし、新型コロナウィルス感染症対策に軍隊を活用

したことのみをもって、フィリピン政府が新型コロナウィルス感染症問題を安全保障化したと

は言えない。軍隊が、様々な緊急対策をとるために必要な能力を有した人員を提供できる存在

であったから、多くの国が新型コロナウィルス感染症対策において軍隊を活用したという面も

あるからである（Kalkman 2021）。

　3月 23 日に、いわゆる「国民が一体となって回復するための互助特措法」（Bayanihan to 

Heal as One Act）が成立し、大統領が緊急事態に対応するための広範な権限を得たことを指

摘し、新型コロナウィルス感染症が安全保障化されたと主張するものもいる（Baysa-Barredo 

2020; Thompson 2022:410）。しかし、この法律によって、ドゥテルテ大統領がそのような広範

な権限を得たという事実はない。その内容は憲法に則ったものであり、安全保障化することな

しには認められないような極端な内容が含まれていたわけではない（Atienza et al. 2020:11-

12）。むしろ、最終的に成立した法律の内容は、議会の大統領に対するコントロールが当初案

よりも強いものとなっている（Hutchcraft and Holmes 2020; Buan and Rey 2020）。本法が憲

法違反であるとの訴えもなされたが、そうした訴えは最高裁によって退けられている（CNN 

Philippines 2020）。

　ドゥテルテ大統領の発言を見る限り、新型コロナウィルス感染症の脅威を強調し、この問題

を安全保障化しようと聴衆を説得したとはいいがたい。世界的に新型コロナウィルス感染症が

広まり、フィリピン国内でも感染者が増加しつつある中で、国民の間でも新型コロナウィルス

感染症への脅威認識が高まりつつあった（Hutchcroft 2020）。それに対して、既述の通りドゥ

テルテ大統領自身は、新型コロナウィルス感染症の脅威を否定したり、軽視したりするような

発言を繰り返していた。ハパル（Karl Hapal）によれば、ルソン島全域のロックダウン開始

に際し、ドゥテルテ大統領は「危険で見えない敵との戦争（war against a vicious and 

invisible enemy）」との表現を用いたという。しかし、この記者会見の際ですら、ドゥテルテ

大統領は、「ウィルスの危険性については支離滅裂な発言をし、人々に怖がるなと繰り返し述

べていた」という（Hutchcroft and Holmes 2020）。

　何らかの対象を安全保障化するには、その対象が国家や国民にとって脅威となる敵であると

一度でも主張すればよいというものではない。その対象が脅威であり、安全保障の問題として

扱う必要があることを繰り返し訴え、聴衆の支持を得なければならない。しかし、ドゥテルテ

大統領が、新型コロナウィルス感染症を敵とみなす発言をしたことはあったとしても、それを

安全保障化しようと一貫して試みたということはない。むしろ、頻繁に新型コロナウィルス感

染症の脅威を軽視する発言を繰り返していた。その結果、ロックダウン実施中の 3月にフィリ

ピンで実施されたギャロップ・インターナショナルの調査において、「コロナウィルスの脅威
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は誇張されている」と回答する割合が 59%、4 月時点でも依然 50％に上った（Gallup 

International 2020）。聴衆たる国民の過半数は、新型コロナウィルス感染症が安全保障上の脅

威であるという主張を受け入れていない状態であった。ドゥテルテ大統領が新型コロナウィル

ス感染症の安全保障化を試みたとは言い難く、聴衆がそれを受け入れたという事実もないので

ある。先行研究の多くは、ドゥテルテ大統領が新型コロナウィルス感染症を安全保障化したと

論じているが、そうした主張は多分に印象論にすぎない。

第三節　人身御供としての「規律なき者」

　ドゥテルテ大統領自身、新型コロナウィルス感染症問題に関連して、戦争を想起させるよう

な単語をしばしば用いたことは事実である。2020 年 2 月 3 日から 5月 4 日にかけてのドゥテ

ルテ大統領のスピーチ、記者会見、ビデオメッセージのテキスト分析を行った結果、頻出上位

100 位の中には、「死」「軍隊」「力」「兵士」という語が含まれていたという（Ranada 2020）。

しかし、こうした単語を用いたことのみをもって、ドゥテルテ大統領が新型コロナウィルス感

染症を安全保障化しようとしていたとは言えない。既述の通り、ドゥテルテ大統領は、新型コ

ロナウィルス感染症を一貫して国家安全保障上の脅威と位置付けて、聴衆を説得しようと試み

てはいないからである。「死」「軍隊」「力」といった戦争に関連する用語を頻繁に用いた背景

には、単に政府の対応を劇的に見せようとした面が大きいのかもしれない（Lasco 2020a:1421-

2）。ただし、ドゥテルテ大統領は、ロックダウンの取り締まりに際して実際に軍隊を動員する

のみならず、「問題があれば、射殺せよ」と繰り返していた。何らかの「敵」を想定して、そ

れを打ち倒すために軍隊を動員していた。ドゥテルテ大統領は、一体、誰（何）を安全保障上

の脅威、敵とみなしていたのであろうか？

　結論を先取りするならば、ドゥテルテ大統領が「敵」とみなしたのは、「規律なき者

（pasaway）」であった。フィリピンでは、2000 年代中ごろから著しい経済成長が続く中で、

新自由主義思想が広まり、資源の再配分よりも個々人の自己責任を重視する考え方が強まって

いた。そうした中で、厳格な「規律」の重要性を訴えるドゥテルテが国民から高い支持を得る

ようになっていた（Kusaka 2020:424-5）。自己を「規律」し、努力すれば成功できるとの考え

が広まる一方で、実際には苦闘する「善き市民」が、「規律なき者」を「邪悪な他者」と非難

する傾向が強まっていた（Kusaka 2017）。こうした中で、ドゥテルテ大統領は、「規律なき者」

を標的として厳しい取り締まりをすることで、国民の支持を高めようとする傾向を強めていっ

た。

　彼が推し進めた「麻薬戦争」はその典型例であろう。ドゥテルテ大統領は、麻薬蔓延を国家

安全保障上の脅威として、安全保障化した（Quimpo 2017; Utama 2021; Thompson 2020）。
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その際、軍隊を動員し、麻薬密売人や麻薬常用者等を射殺することも厭わない厳しい取り締ま

りを行った。しかし、数多くの麻薬密売人や麻薬常用者を逮捕しているにもかかわらず、フィ

リピン国内での麻薬流通量は減少していない（Allard and Lema 2020）。それにもかかわらず、

「規律なき者」「邪悪な他者」である麻薬密売人や麻薬常用者を、容赦なく取り締まったことは、

富裕層、中間層のみならず、「善き市民」たろうとする貧困層の支持も得ることにつながった

（Kusaka 2017; Thompson 2018）。

　新型コロナウィルス感染症問題においては、新型コロナウィルス感染症自体の脅威は否定や

軽視し続ける一方で、外出規制、マスク着用、ソーシャルディスタンシング等を守らない「規

律なき者」が、ウィルスの蔓延拡大の原因であると強調した。2020 年 4 月、フィリピンのコ

ロナ感染者数が東南アジアで最も多くなった際、大統領報道官が、「『規律なき者』が非常に多

い。そのせいで、ASEANでコロナ感染者数が一番多くなった。恥ずべきことだ。『規律なき』

振る舞いをやめなさい」と述べたのは、そうしたことを象徴的に示している（Philippine 

Daily Inquirer 2020）。同日、ドゥテルテ大統領も、「この隔離措置は、本当に、彼ら以外を守

るためのものなのです（Hapal 2021:234）」と述べており、「規律なき者」から「善き市民」を

守るためにロックダウンを行っていると強調した。その上で、規律を守らせるために、戒厳令

のような措置をとらざるを得なくなるかもしれないと主張した（Hapal ibid.）。新型コロナウィ

ルスの感染拡大の原因となっている「規律なき者」を国家にとっての脅威と位置付け、すなわ

ち安全保障化し、軍隊を動員した厳しい取り締まりの対象にしようとしたのである。

　「規律なき者」が新型コロナウィルス感染症の感染拡大の原因であるとする証拠があるわけ

ではない。検査体制や接触者追跡体制が十分でない中、どのような経路で感染が拡大している

のかに関するデータをフィリピン政府はほとんど有していなかった。感染拡大の原因として、

政府の政策の不備を批判されないため、政府が「規律なき者」を人身御供（scapegoat）にし

たという側面が強いといえる（Lasco 2020b）。実際、「規律なき者」を安全保障化しようとす

る試みは、ドゥテルテ大統領のこれまでの規律重視政策の延長線上にある。上述の通り、コロ

ナ禍以前から、ドゥテルテ大統領は繰り返し「規律なき者」の取り締まりの重要性を訴え、国

民の支持を得てきた。新型コロナウィルス感染症問題でも、医学や疫学によって対応するため

の十分な能力がない中で、「規律なき者」を人身御供にすることで、政府への批判をかわそう

としたのである。

　「規律なき者」を取り締まる規律重視政策はこれまでも国民に支持されてきたものであり、

新型コロナウィルス感染症問題において「規律なき者」を厳しく取り締まることも、国民から

支持を得られることが期待できた。また、「規律なき者」を安全保障化しようとする試みは、

新型コロナウィルス感染症という見えない敵を安全保障化しようとするよりも、聴衆たる国民

にとっては理解しやすく、また受け入れられやすかった。敵が可視化されるからである。そし
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て、その「敵」を多く取り締まることで、具体的な「戦果」をあげていると主張することがで

きる。それゆえ、フィリピン政府は、検査体制や接触者追跡調査を強化するよりも、軍隊を動

員したロックダウンの取り締まりに力を入れた。その結果、新型コロナウィルス感染症の感染

拡大が抑制されていなかったにもかかわらず、政府の対応がうまくいっていると回答するもの

が、3月には 7割、4月には 8割にも上った（Gallup International 2020）。感染拡大が続いて

いたにもかかわらず、国民がこのような評価をしたのは、「敵」である「規律なき者」が数多

く取り締まられているという「戦果」を受けてのものであろう。

　インペリアル・カレッジ・ロンドンの調査によると、フィリピンで買い物のための外出を控

えると回答したものの割合は 72％、自宅外での勤務を控えると回答した者の割合は 81％と、

いずれも調査されたアジア諸国の中では最も高かった。オックスフォード大学による政府規制

の厳格度指標でみると、この時期、ベトナムの 100 に対して、フィリピン、タイ、香港は

86、シンガポール、インドネシアは 81 となっていた。これらフィリピンと同等か、より厳し

い規制を行っていた国と比べても、フィリピン国民は有意に外出を控えていたのである

（Imperial College London 2020）。外出するときにマスクを着用すると回答した割合も 92％と

極めて高かった。外出を控える傾向は、携帯端末の位置情報データ等、他のデータでも確認さ

れている（Punongbayan 2020）。ソーシャルディスタンシングやマスク着用は、フィリピン

国民の間ではその是非をめぐって議論が分かれるようなものではなかった（Hapal 

20201:11）。政府の求める「規律」に多くのフィリピン国民は従っていたのである（Kusaka 

2020）。

第四節　「規律なき者」と「善き市民」のアイデンティティ政治

　「規律なき者」を「善き市民」と対置する政治手法は、ドゥテルテ大統領によって進められ

た麻薬戦争でもとられたものである。新自由主義的傾向が強まる中で、不満を募らせていたフィ

リピン国民は、「規律なき者」を厳しく罰する「懲罰的ポピュリズム」に大いに溜飲を下げた 5）。

様々な不満を抱える多くの「善き市民」たるフィリピン人は、「規律なき者」の犠牲になって

いるという被害者感情を強めていたからである（Kusaka 2019）。麻薬戦争において、多くの

者が逮捕され、射殺され、しばしば人権侵害が報告されていたにもかかわらず、あるいはそれ

ゆえに、多くのフィリピン国民は、ドゥテルテ大統領を支持した（Kenny and Holmes 2020; 

Kenny and Holmes 2023）。犯罪者や腐敗に対して、厳しい姿勢で臨んできた背景にも同様の

ロジックがある。そして、この「懲罰的ポピュリズム」は、社会階層や、宗教、人種、地域的

亀裂を超えた支持を獲得しえたのである（Kusaka 2017:64; Kusaka 2019）。

　先行研究が指摘するように、新型コロナウィルス感染症を安全保障化していたのならば、感
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染が収まらず拡大する中で、大統領が高支持率を維持し続けることは難しかったと思われる。

しかし、ドゥテルテ大統領や政府関係者が安全保障化していたのは、新型コロナウィルス感染

症ではなく、「規律なき者」であった。それゆえ、「規律なき者」を厳しく取り締まっているこ

とを示すことで、「敵」に対応しているという評価を受けることができた。

　加えて、国民を「規律なき者」と「善き市民」に対置する手法は、「道徳的なわれわれ」と「非

道徳的な他者」というアイデンティティを構築し、それを利用して大統領への支持を高めよう

とするアイデンティティ政治を体現するものであった（Kusaka 2017）。ドゥテルテ大統領は、

「規律なき者」と「善き市民」の分断をあおり、「われわれ」「善き市民」を、「悪意ある他者」

たる「規律なき者」から守ってくれる存在として自らを位置付けようとした。その結果、「悪

意ある他者」に対して厳しい取り締まりを行う際に人権侵害があったとしても、「われわれ」「善

き市民」が問題視することはあまりなかった。むしろ、それは「われわれ」にとって望ましい

こととすら受け止められた。

　それゆえ、軍隊を動員し違反者に対する射殺も辞さない厳しいロックダウンの取り締まりを

行っていたにもかかわらず感染拡大に歯止めがかからない状況の中でも、8割にも及ぶフィリ

ピン国民が、政府はコロナ問題にうまく対応していると回答したのである。また、「コロナの

感染拡大を防ぐためなら、喜んで人権を犠牲にする」と回答するものも 86％にも上った（Gallup 

International 2020）。これは、人権よりも「善き市民」となることを重視しようとしている証

左であると思われる。いずれにせよ、政府によるロックダウンや厳しいロックダウン違反の取

り締まりを、過剰と認識するものは少なく、圧倒的多数はそれを適切ととらえていた。すなわ

ち、過剰安全保障化されていたとはいいがたいのである。

　ただし、そのことに問題がないというわけではない。フィリピン国民を、「善き市民」であ

る「われわれ」と、「規律なき者」である「他者」とに二分し、「他者」を徹底的に罰すること

で、「善き市民」の支持を得るというアイデンティティ政治は、「他者」に対する過剰な排撃に

つながりやすい（Kusaka 2017:64）。こうしたアイデンティティ政治の援用が内戦を激化させ

たり（Kaldor 2003）、社会の分断を拡大させたりすることはしばしば指摘されている通りであ

る（Fukuyama 2018）。フィリピンにおけるコロナ対策について、安易に新型コロナウィルス

感染症を安全保障化したと主張したり、その際過剰安全保障化されているといった批判をした

りすることは、単に的外れなだけでなく、この点を見落としてしまう危険を高めてしまい有害

ですらある。

終わりに

　本稿で見てきた通り、フィリピンのドゥテルテ大統領は、新型コロナウィルス感染症を安全
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保障化も、過剰安全保障化もしていなかった。「敵」とされたのは新型コロナウィルス感染症

ではなく「規律なき者」であった。そして、その「他者」たる「規律なき者」を、「われわれ」

「善き市民」と対置し、アイデンティティ政治を行ったことで、「規律なき者」を厳しく排撃す

ればするほど、「われわれ」の間で大統領に対する支持が高まる状況が生まれた。そのことが、

フィリピン政府による厳しいロックダウンをはじめとする政策が、新型コロナウィルス感染症

の感染拡大抑制に失敗していたにもかかわらず、ドゥテルテ大統領が過去最高の支持率を獲得

した理由である。

　人権侵害や裁判なしの殺害が多発しているにもかかわらず、それが「他者」たる「規律なき

者」に向けられている限り、問題視しない風潮が強まっている。この状況は、何もコロナ禍に

なって初めて生まれた現象なわけではない。ドゥテルテが大統領就任以来進めてきた麻薬戦争

をはじめとする様々な政策に共通するものである。しかも、こうした政策は、ドゥテルテ大統

領に代わって大統領となったマルコス（ジュニア）大統領にも引き継がれているようにも見え

る。失脚した独裁者であったマルコス（シニア）大統領の息子が、大統領選挙に勝利し得た背

景には、マルコス（ジュニア）がドゥテルテ政権の政策を引き継ぐと認識された点（Dulay et 

al. 2023）、とりわけ「規律」を通した進歩というビジョンを引き継ぐとみなされた点があった

ことが指摘されている（Kuhonta 2022）。そして、実際にドゥテルテ大統領の「規律」重視政

策の象徴であった「麻薬戦争」については、マルコス（ジュニア）大統領は「より思いやりを

持った手法」をとると公約していたにもかかわらず、これまでのところドゥテルテ路線を継承

し、人権侵害や違反者殺害が続発している（Chi 2023; Gavilan 2023; Simons 2023）。

　それゆえ、こうした「規律なき者」と「善き市民」を対置するアイデンティティ政治の危険

性にしっかりと目を向けることは不可欠である。そのためにも、安易な安全保障化論の援用は

慎む必要がある。安全保障化概念を援用する際には、誰が何を「敵」として安全保障化しよう

としているのか、またその「敵」に対処するためのいかなる政策を聴衆が適切と認識している

のか、こうした点を丁寧に分析することが極めて重要なのである。

【付記】石川幸子教授が本学に着任されて以来、様々な共同研究プロジェクト等でご一緒させていただく
機会を得た。本稿は、その一つ、「ASEAN共同体時代の東南アジアにおける人間の安全保障」研
究プロジェクトで、2023 年 1 月に実施した石川教授を調査リーダーとするフィリピン調査の成果の
一部である。また本研究を進めるにあたり、科学研究費補助金（課題番号 20H04407、および
22K01367）による助成を受けた。

注
1 ） 安全保障化概念を用いて各国の新型コロナ感染症対策を分析するものは少なくない。文中でふれたア
メリカについて分析するものとしては（Kirk 2022）、フランスについて分析するものとしては（Yang 

2022）がある。加えて、イギリス、オーストラリア、ニュージーランドにおける新型コロナウィルス
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感染症の安全保障化状況を比較するものや（Kirk and McDonald 2021）、スロヴァキア、ロシア、ア
メリカを比較するものなど（Lukacovic 2020）、複数国の状況を比較するものも少なくない。

2） 安全保障化論に対しては、言語行為に焦点が当たりすぎている点を批判するもの（McDonald 2008; 
Williams 2003; Hansen 2011）、安全保障化に対抗する動きを無視しがちな点を批判するもの（Aradau 

2004; Stritzel and Chang 2015）、聴衆が受け入れると安全保障化が成功すると決定論的に見ている点
を批判するもの（Wilkinson 2007; Bilgin 2011; Peoples and Williams 2010）、聴衆や文脈に関する研
究が十分手ない点を批判するもの（Balzacq 2005; McDonald 2008; Roe 2008）、日常的な専門家の役
割を考慮していない点を批判するもの（Peoples and Williams 2010; Bigo 2008）など、様々な批判が
ある。その一方で、様々な問題の分析に援用可能であることもあり、テロ、麻薬、移民等の多くの問
題の分析に用いられ、今や安全保障研究において最も広く引用される概念の一つとなっている（Baysal 

2020:5）。
3） 中国からの入国規制になかなか踏み切らなかった理由としては、中国への配慮があったとの見方が多
い（Arguelles :262; Lasco :1421）。

4） 当初は、3月 12 日からマニラ首都圏に 30 日間、隔離・移動規制措置、いわゆるロックダウン措置を
とることとしたが、その後、対象地域が拡大され、期間も延長された。

5） ドゥテルテが大統領選に勝利した背景を、「懲罰的ポピュリズム」によって説明するものとして、
（Curato 2016）がある。
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Securitization, Scapegoat, Identity Politics:
Why Did President Duterte Mark Record-high Approval 

Ratings Despite His Failure  
to Combat the COVID-19 Pandemic?

<Abstract>

 This paper delves into the Philippines’ response to the COVID-19 pandemic, focusing on the 

enforcement of a rigorous lockdown and the paradoxical rise in President Rodrigo Duterte’s 

approval despite the virus’s unmitigated spread. While conventional analyses lean on 

securitization to explain military involvement in pandemic control, this paper argues that 

COVID-19 was not securitized in the Philippines. Instead, the government targeted the “pasaway” 

(undisciplined) as a supposed threat to national security, employing identity politics. This 

approach, rather than one framing COVID-19 solely as a security concern, contributed 

significantly to the rise in the president’s approval ratings. By presenting the undisciplined as 

adversaries, the government garnered support from perceived “good citizens.” Despite human 

rights concerns and a lack of evidence linking the undisciplined to virus transmission, the 

narrative of cracking down on them garnered widespread approval. This challenges traditional 

securitization explanations, suggesting that the emphasis on a “scapegoated enemy” and identity 

politics played a pivotal role in shaping public perception and elevating presidential approval 

ratings.

(ADACHI, Kenki, Professor, College of International Relations, Ritsumeikan University)
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